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中国の医薬分業

一
日本の医薬分業を参考に

衰 麗　暉

一　はじめに

　猛スピートで近代化を進める中国にとって，“看病貴，看病難”（医療費の

高自己負担，受診難）問題は，90年代から政府を始めとして一般住民に至る

まで極めて広範囲に跨る喫緊の課題として解決を求められている悩ましい問

題である。

　“看病貴”現象をもたらす原因は，中国の医療保険制度医療提供制度並

びに医薬制度が内包する問題点から探し出すことができる1）。

　本稿では，中国における現行の医薬制度に焦点を絞り，公定薬価差の存在，

（公定薬価差以外に）製薬企業の医師などへのリベートの存在，医療サービ

ス価格への低い価格付けが原因となって過剰処方が一般現象となり，中国の

医薬未分業は“看病貴”現象の一要因として分析した。

　さらに，“看病貴”問題を解決するだけではなく，製薬産業を発展させ，

医師の医療水準を向上させるためにもこれから中国は医薬分業の道を歩まな

ければならないと謳っている。

　医薬分業は何世紀も前から欧米諸国にて行われてきたものであるが，中国

のこれからの医薬分業の参考にするのであれば，1974年本格的に行われた日

本の医薬分業の経験が適当ではないかと分析し，日本の医薬分業の歴史とそ

の成果の研究を踏まえて，中国の薬漬け医療の解決に医薬分業の必要性をさ

らに強調する。ただし，日本には明治からの薬剤師制度が存在し，91年人口

1）中国の医療保険制度，病院などの医療提供体制による“看病貴，看病難”現象の原因

　分析について，衰2010a，2010bを参照
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10万人当たり薬剤師の数はすでに140人2＞を超えるのに対し，現在の中国に

は薬剤師の人数が極めて少なく，短期間に完全な医薬分業を実行するに足る

薬剤師養成が実現できないというボトルネックが存在する。このことから，

当面“看病貴”問題を緩和する手段として，医療サービス価格制度の見直し，

薬価制度の見直し，医療機関への財政投入の拡大，医学教育での医師として

の道徳教育の強化などを提案する。

二　“看病貴”の一因としての中国の薬価差問題

　この節ではまず，

題の実態を解明し，

析する。

薬価差，医薬分業について説明した上，中国の薬価差間

漢方の伝統による医薬未分業が“看病貴”の一要因と分

1　薬価差

　医療機関が医薬品を購入する際の実仕入価格は，値引き競争によって，保

険による償還価格3）を下回る場合が多く，この償還価格と実仕入価格の差は

薬価差と呼ばれている。

　薬価差の存在は医薬品と医療の産業組織を大きくゆがめると指摘されてい

る（宮澤1992）。

　医療機関についていえば，薬価差の存在によって，投薬すればするほど，

病院医師は差額を儲けることになり，経済動機だけで行動する医師がいれ

ば，過度の処方をするであろう。特に制度が医師の技術を評価していないか，

あるいは低く評価している場合，医師は薬価差を利用し技術料の低さを埋め

合わせをしょうとする行動に出る可能性や，技術向上を怠ることさえ心配さ

れる。

　また，医薬品産業において，薬価差の存在は公平な競争の妨げになる可能

2）厚生労働省「平成6年　医師・歯科医師・薬剤師調査」

3）日本ではこの償還価格は薬価基準によって決められている。
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性を残す。すべての病院，医師が経済的な動機だけで行動しているわけでは

ないが，薬価差益を得るような経済的動機を働かす余地はないようにするの

がよいのは言うまでもない（稲田1987）。

　さらに，同じ薬品にしても，大病院が仕入れ量が多いため，仕入価格が低

く，小さい病院より大きい薬価差を得られやすい，この場合，健康保険制度

による償還に不公平が生じる。従って薬価差を無くしたほうがよい。

　薬価差を無くするには二つの方法が考えられる。まず，保険による償還価

格を実際仕入価格に等しくなるよう常に見直すことである4）。二つ目は病院

が持つ調剤業務を病院の業務から外し，調剤業務を調剤薬局の薬の専門家で

ある薬剤師に任せる，いわゆる医薬分業である。

2　医薬分業

　医薬分業（separation　of　dispensing　and　prescribing　functions：SDP）は，

欧米では古くから行われており，その起源は13世紀の神聖ローマ皇帝フリー

ドリッヒ2世から始まったと言われている（河相2008）。日本，韓国，台湾な

どは1980年代まで，医療未分業であり，「医薬分業後進国」と呼ばれていた

（長瀬1989）。医薬分業の定義について，日本薬剤師会の年報「日本薬剤師会

の現状　2010－2011」によれば次のように記述されている，すなわち「医薬

分業とは，医師の処方と薬剤師の調剤との分離である。具体的には医師と薬

剤師とが独立した職能として，それぞれの責任において，独立して行う医療

行為であり，かつ薬局の医療機関からの独立ということである。」

　医薬分業のメリットとディメリットについて，医師，患者，薬局など違う

角度から見ることができ，本稿は患者の立場から，以下のようなメリットと

ディメリットがあると考える。

（1）患者にとってのメリット

a．薬価差を追求するための医師の過剰処方を防ぐこと。

4）この方法は薬価制度を中心とし議論しなければならないため，次のテーマとして論考

　を加える予定である。
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b．医師が処方した内容を，薬剤師の再度確認によってミスを防ぐこと。

c．かかりつけの薬局にて，薬歴，アレルギーなどチェックしやすいこと。

d．複数の病院で受診する場合，薬の重複処方や飲み合わせによる不都合を

　　防ぐこと。

（2）患者にとってのディメリット

a．二重手問になる

b．休日，夜間が心配である

c．僻地では近くに薬局がない

　以上の分析から，医薬分業を行う際，僻地，休日，夜間などによる不便を

無くす工夫をこらせば，患者にとって医薬分業のメリットは大きく，とても

魅力的である。特に，医療技術の進歩による医療費の年々増大が世界中の普

遍現象になっている現在，医薬未分業国にとって，医薬分業により過剰処方

を無くすことで医療費の減少に繋げられるなら，大変喜ばしいことであろう。

実際に，中国は2009年から医薬分業を提唱し，“看病貴”を解決しょうと模

索をしている。

3　中国の薬価差の起因と実状

（1）中国の公定薬価差

　中国の薬価差は1970年代末からの経済改革の産物である。図1のとおり，

1970年代末から中国の衛生総費用は右肩上がりで増大し続けている。その中

にあって，政府の衛生予算は金額では増え続けているものの全体の衛生総費

用の急激な増大には対応しておらず，全体に占める政府の衛生予算の比率

は右肩下がりで下落している。増え続ける政府の医療費を抑制するために，

1992年に中国国務院が「関於深化衛生医療体制改革的幾点意見」を公表し，

“

建設罪国家，吃飯罪自己”（病院の建設は国の責任で，病院の運営資金は病

院の自力で）という方針を打ち出した（衷2010c）。さらに，政府は医療費の

抑制策として，図2が示しているように，多くの医療サービスに対し診療報

酬はコストより低く設定している。これでは，病院が大赤字になるというこ



中国の医薬分業 （305）－107一

図1

中国衛生費用支出状況
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とで，中国政府が出したのは病院が薬の仕入価格に最大15％をプラスして患

者に請求できるという政策である。

　この最高15％の加算が中国の公定薬価差である。この15％の加算率があれ

ば，同じ種類の薬品に対し，中国の医師が価格の高い薬の方を選んで処方す

る，又，必要以上の量の薬を処方することが普通となる（王，干2007）。また，

公定薬価差以外にも隠れている薬価差が存在する。

（2）その他薬価差

　中国病院の薬価差には（1）で述べた公定薬価差以外に，病院卸価格の中

で隠された薬価差もある。それは医者へのリベート（薬価の10％～15％），

薬剤科へのリベート（薬価の5～10％）である（宮澤2002）。

　結果，図3，図4，図5が示しているように，病院の場合，業務収入に

占める薬剤費収入の割合が4割以上占め5＞，外来医療費では薬剤費が半

分を占め，入院医療費では薬剤費が4割を占めている6）。中国では薬漬

け医療が行われている実態が良くわかる。因みに，治療費に占める薬剤

費の割合はアメリカでは10％～11％，ヨーロッパでは15％～25％である

（Chen＆Schweitzer2008）。

5）この現象は中国で“以薬養医”（薬価差を利用し病院の運営を維持する）と呼ばれている。

6）この数字はあくまでも中国全国の平均数値である。
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Fig　2　The　comparison　of　average　COsts　of　hOspital　Service　items　with　their

　　　　regulated　medical　fees　in　Shandong，　China
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図3　中国衛生部所属総合病院業務収入，薬剤費収入推移図
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図4　中国衛生部所属総合病院平均外来医療費，薬剤費推移図
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図5　中国衛生部所属総合病院平均入院医療費，薬剤費推移図
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（3）医薬分業の必要性

　以上で説明した中国の薬価差の実状から，中国医薬分業の必要性が見えて

くる。

a．中国の病院での過剰処方が行われ，それが“看病貴鯵の一因と言わざる

を得ない。薬価差はこの処方のインセンティブになっているため，医薬分業

が必要である。
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b．公定薬価差が病院経営を維持する上で必要なものとしても，大病院と小

病院間で同じ医薬に対し薬価差が違う可能性があり，保険からの償還による

不公平が生じかねない。この点からも医薬分業の必要性が見える。

c．薬の効能に関わらず，薬価差の大きい薬品が売れるという傾向は製薬業

界の発展の妨げになりかねない。医薬産業の発展の視点からも中国の医薬分

業を実行しなければならない。

d．薬価差の存在は医師に技術の向上による所得増のインセンティブを弱め

る可能性がある。医薬分業は医師の技術向上にもつながるであろう7）。

　医薬分業は欧米で何世紀も前に確立されて制度であり，医薬分業について

常識となっていると言えよう。従って，中国の医薬分業について，鑑を見る

とすれば，1974年から本格的に医薬分業を行なった日本を参照すべきである。

三　日本の医薬分業

1．日本の医薬分業の歴史

　日本の医薬分業は1871年までさかのぼることが出来る。それまでは中国か

ら仏教とともに伝来した東洋医学であったため未分業であった。1874年（明

治7年），明治政府がドイツ近代医学を採用，「医制」を制定し，第34条と41

条8）によって完全な医薬分業が定められた（早瀬2003）。しかし，薬舗の不

足のため，1884年に医師の薬舗兼営が再び認められた。1951年GHQの勧告

を受け，医薬分業法案が国会に提出されたが，すぐには実施されなかった。

1974年10月の診療報酬改定により，処方箋料が50点（500円）に引き上げら

れ，現在の医薬分業の流れに繋がるスタートポイントとなったため，1974年

は日本における医薬分業の元年と言われている（早瀬2003）。しかし，1975

7）もちろん，医療サービスへの正しい価格設定を前提にしなければならない。

8）医制

　第34条　「調薬ハ薬舗主，薬舗主手代及ヒ薬舗見習二非サレハ之許サス」

　第41条　「医師タル者ハ自ラ薬ヲヒサクコトヲ禁ス。医師ハ処方書ヲ病家二付与シ相当

　　　　　ノ診料ヲ受クヘシ」
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年頃日本の医薬分業率はわずか1％（小坂1997）と言われ，80年代になっ

て，急速に動き始めた。その背景に皆保険の達成による医薬品使用量の急増

と医療費の高騰があった。さらに厚生省は1998年，日本の薬価差益が年に

一兆三千億あると明らかにし，健保赤字問題薬害問題もあって医薬分業が

さらに進んだ。

2．日本医薬分業の成果

　日本の医薬分業は1974年に本格的スタートしてから，徐々に成果が現れ

た。処方箋受け取り率は1980年代の10％前後から2007年6月には55．0％にな

り，僻地に薬局がないため，実質的には処方箋受け取り率は75％～80％と考

えられ，日本医薬分業が着実に浸透していると言える（河相2008）。医療費

の薬剤率を見れば，1994年に薬剤率は29．5％から272％に減少し，1995年に

は28．0％に一時上昇したものの，その後は1996年に25．9％，1997年に24．9％，

1998年に21β％，1999年に2α8％と順調に低下し，2000年には20．1％と1993

年のフランス並みに低くなった（早瀬2003）。

3．日本医薬分業の問題点

　日本の医薬分業は一定の成果を挙げたものの，問題点も幾つが存在する。

　まず，面分業の問題である。面分業とはどの医療機関にかかろうとも，患

者が住まいの近くの薬局でもらうことである。常に同じ薬局に処方箋を持っ

ていくことによって，薬剤アレルギーや重複投与，相互作用のチェックがで

きる。これを日本薬剤師会は「かかりつけ薬局」といって推奨している。し

かし，かかりつけ薬局を持つ患者の割合は，日本製薬工業協会の調査で約3割，

香川県の調査では17％（ともに08年）にとどまるというデータがある（野村

2011）。

　第二には薬剤師の問題である。薬剤師の資質の向上は医薬分業の充実に求

められている。この問題の解決には臨床薬学教育の充実が必要だと言われて

いる。
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四　中国の医薬分業の展望

　2007年中共第17回大会の胡錦涛報告の中で，医薬分業について言及があり，

2009年国務院が「関於深化医薬衛生体制改革的意見」を公布し，そこで再び

医薬分業が言及され，その後に公布された「医薬衛生体制改革近期重点実施

方案（2009－2011）」にも公立病院改革の一環として言及された。しかし，日

本の経験から，中国の医薬分業は幾つの難題を乗り越えなければならない。

1．中国医薬分業の問題点：薬剤師人材の不足問題

　中国には日本の薬剤師制度に相当する執業薬師9）制度がある。この制度は

1994年に中国国務院人事部および元国家医薬管理局，国家中医薬管理局に作

られ，1999年に国務院及び国家薬品監督管理局1°）に改定されたものである。

執業薬師制度によると，執業薬師は全国統一試験に合格し，「執業薬師資格

証書」を持ち且つ各省，自治区，直轄市の薬品監督管理局で登録した者でな

ければならない。SFDAによると2010年2月末まで，中国の薬剤師人数は

174，509人であり，人口10万人当たり薬剤師数は13．0711）人である。2008年日

本の人口10万人当たり薬剤師数は209．712）であることを考えると，中国の薬

剤師が大変不足していることがわかる。従って，医薬分業の道を避けられな

いものであるが，薬剤師が不足しているためその養成が必要があり，短期間

での実現は難しいと考えられる。

2．医療への財政投入問題

　既に二の部分で説明したように，中国の薬価差には公定薬価差とその他の

薬価差がある。

9）英文：licensed　pharmacist

lO）現在廃止されている，その業務は現在の国家食品薬品監督管理局（SFDA：State　Food

　and　Drug　Administration）に移行。

11）総人口数は「中国統計年鑑2010」による。

12）http：／／ww冊statgαjp／SGl／estat／Listdo？lid一㎜001060599による。
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　公定薬価差は政府の医療機関への財政投入の不足，医療サービスに対する

価格規制が原因である。従って，医療機関への財政投入を増やさない限り，

医薬分業しても，患者への負担が違う形で残る可能性が大きく，“看病貴”

の解決に至らない。

3．その他の薬価差問題

　公定薬価差以外に，その他の薬価差として指摘されている医者へのリベー

ト（薬価の10％～15％）と薬剤科へのリベート（薬価の5～10％）は卸価格

に隠されている薬価差と言われ，医薬分業によって無くすべきものである。

しかし，中国の医薬分業を達成する道のりは長い道のりと考えられ，医薬分

業を完全に実現するまでは，医学教育での医師としての道徳教育の強化や，

病院，医療従事者へのモニタリングの強化等が目下“看病貴”問題を緩和す

る手段であると考えられる。

五　結びにかえて

　社会の高齢化，医療技術の進歩は医療費の高騰に繋ぐ原因である。皆保険

へ向かい，社会の高齢化の問題に直面している中国は患者の利益となる医薬

分業を進めるべきである。しかし，医薬分業を1974年から実施してきた日本

においても，地域間分業率の格差，面分業の不十分さ，薬剤師の資質問題等

多くの問題点が存在する。これから医療分業を進める中国にとっては先行す

る日本の経験と問題点から良く学び，その成果を施策に反映して行くことが

必要と考える。今後の中国の医薬分業の行方をその視点から注視していきた

いo
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